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外国人労働者を雇用する事業場に対する監督指導の実施について

外国人労働者については、平成26年6月に閣議決定された「「日本再興戦略」改訂2014」

において、対象職種の拡大等による技能実習生の受入れ拡大のほか、建設及び造船分野並

びに介護分野における外国人材の活用、さらには中長期的な外国人材の受入れの在り方に

ついて総合的な検討を進めることとされたところであり、来年度以降、外国人労働者の増

加が見込まれるところである。

このような状況を踏まえ、今後の外国人労働者の労働条件確保対策について検討するた

め、外国人労働者を雇用する事業場に対する監督指導を通じて、現在圏内で就労する外国

人労働者の労働条件確保上の問題について把握する必要があるところである。

ついては、外国人労働者を雇用する事業場に対する監督指導を下記により実施すること

とするので、適切に対応されたい。

なお、本件取扱いについては、職業安定局に要請を行い、了承を得ていることを申し添

える。

記

第1 実施時期

第2 対象事業場の選定等

1 対象事業場

外国人労働者を雇用する事業場l とする。

2 ・圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃ーによる情報提供等

(1) 情報提供の流れ

外国人雇用状況の届出制度については、雇用対策法（昭和41年法律第132号）に

基づき、すべての事業主に対し、外国人労働者の雇入れ時・離職時に、外国人労働



者の氏名、在留資格、在留期間等について、公共職業安定所（以下「所」という。）

への届出が義務付けられているところである。

本通達において都道府県労働局（以下「局」という。）職業安定部外国人雇用対

策担当部署（以下「局外国人雇用対策担当部署」という。）及び所において調整を

図り行うこととする情報提供の流れは、おおむね次のとおりである。

ア

(7) 選定する事業場の業種は、次のとおりであること。
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② ．． 
③ ．．． 
④ ．．． 

への情報提供
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局労働基準部監督課（以下「局監督課」という。）
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圃・・・事業場の所在地を管轄する署（以下「管轄署」という。）と調整の上、

的確に監督対象事業場を選定すること。

イ 局監督課は、選定した監督対象事業場について、管轄署へ提示するとともに、

併せて、

第3 監督指導の重点事項等

1 監督指導の重点事項

監督指導の重点事項は、次に掲げる事項とすること。

(1) 労働条件に係る事項
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(2) 安全衛生に係る事項
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2 措置

監督指導を実施した結果、認められた労働基準関係法令違反については、是正勧告

を行うなど、必要な措置を講ずること。

3 監督付表の作成等

(1) 本監督指導を実施した全数について、別添2 「外国人労働者を雇用する事業場に

対する監督指導付表J（以下「監督付表」という。）を作成すること。

(2) 監督指導の際には、可能な範囲で、当該監督指導を実施した事業場に雇用されて

いる外国人労働者の在留資格について確認するとともに、監督付表の裏面に記載し

ている在留資格のうち、該当するものに〆を付し、人数を記入すること。なお、在

留資格の確認に当たっては、別添3「在留資格一覧」を参考とすること。

(3) 監督付表は、署において、木監督指導に係る監督復命書の決裁に併せて必要な決

裁を受けた後、速やかに局監督課へ報告すること。

(4) 局監督課においては、各月末日までに署から報告された監督付表を取りまとめ、

その写しをPD Fファイルにより翌月10日までに、本省監督課監察係（下記担当）

あてメールにより報告すること。

担当

本省監督課監察係

津田

上回

米谷





別添2
外国人労働者を雇用する事業場に対する監督指導付表





別添3

在留資格一覧

在留資格 本郊において行うことができる活動 該当例 在留期間 就労可能

館〈日I立本団国国若際政し慣く府は行が領に接事よ受機りす外関る交の外使構国節成政と員府同、の外交使

使事外成の国、家、員公代政等族使表府及、団のび総構大そ領外交
様条の約特若権し

外交活動の期間
。

及び免除を受ける家者族又のは構こ成れEらの者と同一 （活動の範囲内）
の世帯に属する 員としての活
動

公用 国との日同本際活ー機動国の政関（ζ世府のの帯の公表に京務の属総に外す従し交るた事の家外す項族国るにの政者掲構府又げ成若はる員しそ活くとのは動し者てを
使外職関館等国員政か・、領国府ら事際公の館機の大の

公用活動の期間
。

用務で派遣さ （活動の範囲内）

除く。） れそのる者家等族及び

教授 本高文等邦は教の専育大門学学若校しにくおはいこてれ研に究準、ず研る究機の関指又導は大学教授等 日年又は1年
。

をする活動 （活動の範囲内）

収入を活伴動う（こ音の楽表、美の術奥、行文の学項そにの掲他げのる芸活術 作曲家、画家、
（活動の0範囲肉）芸術 上の 著述家等 S年又は1年

動を除〈。｝・

外国の宗教団
外国の宗教団う布体教にそよのり本他邦のに派遣された

。
宗教

宗教家の行う 宗教上の活動
体から派遣さ 3年又は1年

（活動の範囲内）れる宣教師等

外国そのの報他道機の報関道との上契の約活に動基づいて行う
外国の報者道機 。

報道
取材

関の記 、カメ 3年又は1年
（活動の範囲内）ラマン



在留資格一覧

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当伊j 在留期間 就労可能

投資・経営 外の資経系嘗企者業・管等理 3年又lま1年
。

者 （活動の範囲内）

外国法律事上務資格弁EをE有士す、外る国公が認行会うこ計と士とそさの
法律・ 他法律上資 者う され 弁会計援士士等、公認 3年又l立1年

。
会計業務 ている法律又は会計に係る業務に従事す （活動の範囲内）

る活動

医師、ぐ歯行科うこ医と師とそさのれ他て法いる律医上療資に格係をる有業す 医師、歯科医 。
医療 る者由 師、看護師 S年又l立1年 （活動の範囲内）務に従事する活動

本究授を邦の行項のう公に業掲私務lのfにる機従活関事動とすのをる除契活く約。動に）に基のづ表いて研 政や研私究府企者関係業機等関の
。

研究 の教 3年又は1年
（活動の範囲内）

教育
緯学学に教校関し育Z叉て岬拡そ亡の各れ長他著に書の母準吟宣教愛ず育着言る刊をし教弘〈す育葉るk櫨設活聞轟借動に及おび溜い錫嗣て語校中学等校の語・高学等教学3年又1<1:1年 。師等 （活動の範囲内）

技術
本う属すの転現邦aす攻勤L阜情るの、の医、禄動公項エ滑鋼私（民及事にの叉のびνの項そ奥機ま褒のか知調行句他ら舗との努の教視のa項を自育要更契lの然二のす約褐項科る現にげ陣．ま象基録るの諸でづ賞活分、にい動企野糧従て業を町費行事三除向 機技械術者工学等の 3年叉lま1年 。

｛活動の範囲内）

〈。）
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在留資格一覧

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間 就労可能

人文知識・
通訳、デザイ 。

国際業務 すの7一詩、学私教企師業等 3年又1<1:1年 （活動の範囲内）

業肉転勤の項及び奥行の嘆に掲げる活動
を除く。）

企業肉転勤
公本本て私当邦邦該のにに事本機ある業店関事所、の支業に外店所お国そにいにの期てあ他行間るのうを事こ事定業のめ業所表て所のの転の職技勤あ員術しるが

外か国らのの転事勤業者所 3年又は1年
。

（活動の範囲内）
の項又l主人文知識・国際業務の項に掲げ
る活動

演劇、演芸、演奏、スポーツ等の（こ奥の行表にの係
俳ンポサー優一ツ、歌選、プ手手ロ、等スダ 1年、B月、3月又

。
奥行 る活動又はその他の芸能活動

1<1:15日 （活動の範囲内）
投資・経営の項に掲げる活動を除〈．）

本邦の公私の機関との契約に基づいて行
理外師国料、ス理ポのー鯛ツ

技能 ラ技産能業を上要のす特る殊業な務分に野従事に属すする活る熟動練した 機貴指工導等金職者の属人操等等、航縦の空者加， 
3年文1<1:1年
。

（活動の範囲内）

3 



在留資格一覧

在宙資格 本邦において行うことができる活動 E量当例 在慣期間 就労可能

1号

私の機関の本邦にある事業所に受け入れ
られて行う当該活動に必要な知識の修得
をする活動を含む）

利ロを法自務的省と令しなでい定団め体る要によ件りに受適け合入すれるら営れ

たて行計う画知に識基のづ修き得、当及該び団当体該の国責体任の及策び定監し

理うに投基の能づ下等いに．のて本修当邦得験のを機公す関私るのの活業機動務関にと従の事雇用契約
務指年1年を大定，超す臣EえるがRな期又個い間々I立範（法に1 

して行
技能実習 技能実習生

。
（活動の範囲内）

囲）

2号

イ修納醍い得て1者号の当し魯ず麓幅雇イ約者大に用鋪縄医が醐齢げ、が事当る指を唱z議要定a被すすづ能危るじ二従a玄業て修事a当務正a習し醐明二て熱従公伎H私事す聞露のす誤こた審畿るを

活動
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在留資格一覧

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間 就労可能

活収につ動入いを又て伴は専わ我門ながい的国学な特研術有究上のを若文行し化くい若は王芸術上のし＜I立技芸

文化活動
専門的 を行若しくは専門 日本文化の研

1年又は6月 × 
家の指導を受けてこれを修得する活動（こ 究者等
の留学の項から研修の項までに掲げる活
動を除く。｝

本ポへー郊のツ参に、短加親期、族業間の務滞訪連在問絡し、そて見行の学他う、観こ講光れ習、ら文保にl養立類会、似ス合 参観光加者客等、会議
90目、30目又f;I:

短期滞在 15日以肉の臼を x 

する活動
単位とする期間

本喜れIま製郊各ら口の宿由議文品時ず字哀る、又峰高mま欄等富設専にお門及い学rJ.て主棟a教主、制寓育主に等を害闘受学訴し教けてる【？;:: 中語 大学学学校学校、高等、及短等びの期専高学大門等生 2年3月、E年、1留学 年3月、1年文は6 x 
月

動

研修 本行掲動邦うげ（ζ技るのの術活公表、動私の技をの技能除機能又く関実。は）に習知よ識1り号の受及修けび得入留をれ学すらのるれ項活てに研修生 1年又は6月 x 

格又こ留のをすは表もるこっのの者て教衰の在授の扶留か留養す学らをる文受の者化在け（活る留技毘動資能偶ま格実で者を習の又もを在っI除立留て子く在．資と｝ 在扶者養留・子外する国配人偶が
3年、年2年33月、Z

家族滞在 年、1 月、1 × 
年、日月又は3月

して行う日常的な活動

高度研究者、
事外交使官等の家

5年法に（1年指務、年1、定大を4年す超年臣、る5が、えS月期な侶年又間い々、は範2 

用人、

が（指就定労にさ可よムれ能るたか）活否動か
法定務す大臣が個々の外国人について特に指 ワーキング・ホ特定活動
る活動 リデ一、に経基済づ速〈

携協定

外国入福者祉議士師候・囲｝
補介護等

資格外活動

資格外活動の許可を受ければ、在留目的を変更するζとなく、許可された在留資格に応じた活動以外の以下
の活動を行うことができる。
ゆ1週について28時間以内の収入を伴う事業を運営する活動又lま報酬を受ける活動
②地方入国管理局長が、資格外活動の許可に係る活動を行う本邦の公私の機関の名称及び所在地、業務内
容その他の事項を定めて個々l二指定する活動

※資格外活動の許可の対象となる資格！ま制限されていないが、技能実官、研修、短期滞在は実態として許可
されない。また、身分に基づく在留資格l土、活動に
制限がないため、資格外活動の許可の対象にならない。
※風俗嘗業及び風俗関連営業での就労は許可されない。
※在留資格「留学」『家族滞在』「特定活動』の場合I土、①の許可（包括的許可）となるが、在留資格「文化活動J
の場合は②の許可となる。
※在留資格「留学Jの場合、資格外活動I立原則として1週28時間以内（研究生・聴講生は14時間以内）だが、夏
季・冬季・春期休暇中1;1:1日B時間以内となる。
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在留資格一覧

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間 就労可能

永住者 法務大臣が永住を認める者 ま5特間E者性け例た大四棲者戸の1醐能【『λ俺欄腎 無期限 。
〈。）

自本人の毘偶者若しくは民法（明治29年
者日本・実人子の・配特偶別日本人の 法律第自由号）第817条のこの規定による 3年又は1年 。

配偶者等 特者別養子又は日本人の子として出生した 養子

永昆住偶者者の等 本永すてし〈るL邦住肱渇．者で特】者出のの矧在毘生171<し留偶位そ者酎指の桟又【後を以l主引も下永きつ『住象続で者住査在等本者留の邦格す子lる乙Ti在者Kし他若留て都し
住永及出住者び生者我のし引が配・特き偶閣別続で者永き

S年又は1年 。
在留している実
手

法務大臣が特別な理由を考慮し一定の在 民イン、ド目シ系ナ3雛世、
3務年大、臣1が年個文は々法に

定住者
留期間を指定して居住を認める者 等中国残留邦人

指定する期間〔3 。
年囲を）超えない範

自


